
 

 

議案第  号 

 

川崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成  年  月  日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

   川崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

川崎市職員の給与に関する条例（昭和３２年川崎市条例第２９号）の一部を

次のように改正する。 

第６条第２項第２号中「及び孫」を削り、同項中第５号を第６号とし、第４

号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

 ⑶ ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

第６条第３項を次のように改める。 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該

当する扶養親族については１人につき７，０００円、同項第２号に該当する

扶養親族（以下「扶養親族としての子」という。）については１人につき１

０，０００円とする。 

第６条の２第１項中「一に該当する」を「いずれかに掲げる」に改め、同項

第２号中「前条第２項第２号又は第４号」を「扶養親族としての子又は前条第

２項第３号若しくは第５号」に改め、同項第３号及び第４号を削り、同条第３

項中「、扶養手当を受けている職員について同項第３号若しくは第４号に掲げ

る事実が生じた場合」を削り、同項後段中「第１項第１号」を「同号」に改め、

第３条 川崎市交通局企業職員定数条例（昭和４２年川崎市条例第１４号）の 

 一部を次のように改正する。 

  第２条中「５５７人」を「５２６人」に改める。 

   附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

職員配置の見直しに伴い、職員定数の調整を行うこと等のため、この条例を

制定するものである。 

議案第 ４ 号

平成３０年 ２ 月１３日提出

        川崎市長  福　田　紀　彦



「（配偶者以外の扶養親族で同項の規定による届出に係るものがある職員で配

偶者のないものが扶養親族としての配偶者を有するに至った場合における当該

配偶者以外の扶養親族に係る扶養手当の支給額の改定を除く。）及び扶養手当

を受けている職員のうち配偶者以外の扶養親族で同項の規定による届出に係る

ものがある職員が配偶者のない職員となった場合における当該配偶者以外の扶

養親族に係る扶養手当の支給額の改定」を削る。 

第７条第１項中「２４，７５０円」を「３７，８００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （平成３２年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措置） 

２ 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間における改正後の

条例第６条第３項及び第６条の２の規定の適用については、同項中「及び第

３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族については１人につき７，

０００円、同項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族としての子」と

いう。）については１人につき１０，０００円」とあるのは「に該当する扶

養親族（以下「扶養親族としての配偶者」という。）については１２，６０

０円、同項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族としての子」という。）

については１人につき７，９００円（職員に配偶者がない場合にあっては、

そのうち１人については１１，３００円）、同項第３号から第６号までのい

ずれかに該当する扶養親族（以下「扶養親族としての父母等」という。）に

ついては１人につき７，０００円（職員に配偶者及び扶養親族としての子が

ない場合にあっては、そのうち１人については１０，４００円）」と、同条

第１項中「⑵ 扶養親族としての要件を欠くに至った者がある場合（扶養親

族としての子又は前条第２項第３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、



 

 

２２歳に達した日以後の最初の３月３１日の経過により、扶養親族としての 

要件を欠くに至った場合を除く。）」とあるのは 

「⑵ 扶養親族としての要 

「⑶ 扶養親族としての子 

「⑷ 扶養親族としての子 

件を欠くに至った者がある場合（扶養親族としての子又は前条第２項第３号 

又は扶養親族としての父母等がある職員が配偶者のない職員となった場合（前 

又は扶養親族としての父母等がある職員が配偶者を有するに至った場合（第 

若しくは第５号に該当する扶養親族が、２２歳に達した日以後の最初の３月 

号に該当する場合を除く。） 

１号に該当する場合を除く。） 

３１日の経過により、扶養親族としての要件を欠くに至った場合を除く。） 

  

  」 

と、同条第３項中「至った場合」とあるのは「至った場合、扶養手当を受け

ている職員について同項第３号若しくは第４号に掲げる事実が生じた場合」

と、同項後段中「同号」とあるのは「第１項第１号」と、「の改定」とある

のは「の改定（扶養親族としての子で同項の規定による届出に係るものがあ

る職員で配偶者のないものが扶養親族としての配偶者を有するに至った場合

における当該扶養親族としての子に係る扶養手当の支給額の改定並びに扶養

親族としての父母等で同項の規定による届出に係るものがある職員であって

配偶者及び扶養親族としての子で同項の規定による届出に係るもののないも

のが扶養親族としての配偶者又は扶養親族としての子を有するに至った場合

における当該扶養親族としての父母等に係る扶養手当の支給額の改定を除く。）、

扶養手当を受けている職員のうち扶養親族としての子で同項の規定による届

出に係るものがある職員が配偶者のない職員となった場合における当該扶養

「（配偶者以外の扶養親族で同項の規定による届出に係るものがある職員で配

偶者のないものが扶養親族としての配偶者を有するに至った場合における当該

配偶者以外の扶養親族に係る扶養手当の支給額の改定を除く。）及び扶養手当

を受けている職員のうち配偶者以外の扶養親族で同項の規定による届出に係る

ものがある職員が配偶者のない職員となった場合における当該配偶者以外の扶

養親族に係る扶養手当の支給額の改定」を削る。 

第７条第１項中「２４，７５０円」を「３７，８００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （平成３２年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措置） 

２ 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間における改正後の

条例第６条第３項及び第６条の２の規定の適用については、同項中「及び第

３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族については１人につき７，

０００円、同項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族としての子」と

いう。）については１人につき１０，０００円」とあるのは「に該当する扶

養親族（以下「扶養親族としての配偶者」という。）については１２，６０

０円、同項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族としての子」という。）

については１人につき７，９００円（職員に配偶者がない場合にあっては、

そのうち１人については１１，３００円）、同項第３号から第６号までのい

ずれかに該当する扶養親族（以下「扶養親族としての父母等」という。）に

ついては１人につき７，０００円（職員に配偶者及び扶養親族としての子が

ない場合にあっては、そのうち１人については１０，４００円）」と、同条

第１項中「⑵ 扶養親族としての要件を欠くに至った者がある場合（扶養親

族としての子又は前条第２項第３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、



親族としての子に係る扶養手当の支給額の改定及び扶養手当を受けている職

員のうち扶養親族としての父母等で同項の規定による届出に係るものがある

職員であって扶養親族としての子で同項の規定による届出に係るもののない

ものが配偶者のない職員となった場合における当該扶養親族としての父母等

に係る扶養手当の支給額の改定」とする。 

３ 前項の規定は、平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日までの間に

おける改正後の条例第６条第３項及び第６条の２の規定の適用について準用

する。この場合において、前項中「１２，６００円」とあるのは「９，８０

０円」と、「７，９００円」とあるのは「９，０００円」と、「１１，３０

０円」とあるのは「１０，７００円」と、「１０，４００円」とあるのは「８，

７００円」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 （人事委員会規則への委任） 

４ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委

員会規則で定める。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

川崎市人事委員会から市議会及び市長に対してなされた平成２９年１０月２

日付け報告及び勧告に鑑み、一般職の職員の扶養手当及び住居手当の額の改定

を行うため、この条例を制定するものである。 


